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＊警察庁
・犯罪統計（平成23年1月～8月）
http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?bid=000001034389&cycode=0
＊朝日新聞

・学校からの虐待通報一元化　西淀川虐待事件受け　大阪市（9月3日）
大阪市西淀川区で７歳の男児が暴行されて死亡し、両親が傷害致死容疑で逮捕された事件で、市は２日までに、学校が生徒・児童の虐待を疑った際の連絡先を、児童相談所が開設する「児童虐待ホットライン」に一元化することを決めた。 
　ホットラインは２４時間態勢で通報を受け、児相が原則、「虐待の疑い」として４８時間以内に児童の安全を確認する。死亡した森田翼君をめぐっては、小学校が今年５月、体にあざを発見して児相の担当者に連絡したが、児相は６月中旬に再連絡を受けるまで両親と面会せず、その後の小学校からの連絡にも、深刻な事態とは判断できなかった。 

　２日の市議会文教経済委員協議会では岸本弘子・虐待対応担当課長が「貴重な連絡を組織で共有できなかった」と答えた。

http://www.asahi.com/kansai/sumai/news/OSK201109030013.html
・緊急地震速報を全校に配備へ　全国の国公私立５万２千校（9月27日）
文部科学省は、全国の全ての国公私立学校約５万２千校に、緊急地震速報を受信するシステムを配備してゆく方針を固めた。自治体の財政難から配備が遅れていたが、東日本大震災の被害を踏まえ、子どもの安全を守り、避難所となった場合に余震に備えるためには全校配備が欠かせないと判断。まず来年度予算で約７５億円を要求し、数年かけて配備する考えだ。 
　導入を検討しているのは、気象庁の緊急地震速報をインターネット回線で受信し、自動的に校内放送で警報音を鳴らすシステム。学校の所在地から震度や到達時間を予測し、「２０秒後に震度５」といった情報も放送することができる。 

　緊急地震速報はテレビやラジオ、一部の携帯電話でも流れるが、学校でテレビがあるのは職員室など一部のみ。そのテレビもつけていないことがあり、東日本大震災の発生時には気付かなかった学校も多かった。教職員が速報に気付いても、校内放送で子どもたちに知らせるまでにタイムラグが生じるため、避難が間に合わないという課題もあった。 

http://www.asahi.com/national/update/0927/TKY201109260696.html
・障害者への性犯罪描いた映画「トガニ」、事件再捜査のきっかけに（9月29日）

ろう学校の教職員4人が5年間にわたり、聴覚障害者の女生徒らに性的暴行を加えた事件がモチーフの映画「トガニ」（るつぼの意味）が大きな話題を集めている。この映画の舞台となった学校の社会福祉法人は校名を変更をしようとしたが、認められなかったことが29日、明らかになった。学校のある光州市市長が安易な事件の幕引きに疑問を持っていたため。またセンセーショナルを巻き起こした映画の力で、警察も再捜査を開始した。 
　光州市によると、同校法人は昨年7月、校名の変更を柱とする定款の変更の承認を許認可権を持つ市に求めた。これに対し、市は定款変更の理由が不十分として、承認しなかったという。当時、同事件の真相究明を求める市民団体などが校名の変更に強く反発していた。 

　光州市関係者は承認拒否の理由について、「事件に対する法的問題は解決されたが、市長が道徳的な問題が残っていると最終判断し、承認しなかった」と話した。 

　光州のろう学校で2000年から5年間にわたり、同校の教職員が聴覚障害者の生徒に対し起こした性暴力事件を描いている。当時、加害者4人は裁判で実刑を言い渡されたが、すぐ復職し、問題となった。 

　22日に公開された同映画はショッキングな内容が話題となり5日間で観客動員数100万人を突破した。インターネット上では、事件を起こした教職員に憤りを感じた観客を中心に、事件の再捜査を求める意見が殺到した。 
　また、加害者の教職員4人に軽い処分を言い渡した裁判所への非難の声が高まっている。これを受け、地元警察は特別捜査チームを設置し、事件に関する再捜査に着手した。 

http://www.asahi.com/showbiz/korea/AUT201109290061.html
· 読売新聞

・虐待課程立ち入り、児童相談員ら訓練・・・愛媛（9月21日）

愛媛県内の３児童相談所と県警などは２０日、児童虐待の疑いのある家庭への立ち入り調査などを想定した訓練を松前町西古泉の県警察学校で行い、児相職員や警察官ら約５０人が実践的な対応方法を学んだ。

　虐待の迅速な発見を目的に初めて実施した。同校内にある仮家屋を児童虐待の疑いのある母子宅に見立て、児相職員４人と警察官２人が訪問する形式で訓練を開始。電気メーターや屋内からの物音で在宅を確認し、玄関や窓から呼びかけを続けた。

　警察官ふんする内縁の夫が威圧的な態度で帰るよう迫ったのに対し、「子どもの安全を確認するまで帰れません」などと粘り、家の中で子どもを模した人形に付いたあざなどを確認していた。

　２００８年４月施行の改正児童虐待防止法では、裁判所の許可を受け、強制的に児童宅に入れる「臨検捜索」を命じる権限が知事に与えられており、奥藤久男・県警少年課次長は「児童相談所と警察は今後一層の連携が必要だ」と話した。

http://www.yomiuri.co.jp/kyoiku/news/20110921-OYT8T00471.htm
・「修行で死亡」連絡受けた学校、事件ととらえず（9月27日）
熊本市教委は２７日、林田謙二・教職員課長が市役所で記者会見を開き、宗教施設で「滝行」を受けて死亡した舞鴫ともみさんが２月中旬から約半年間、全く登校していなかったことを明らかにした。
　学校は児童相談所などに通報していなかったが、林田課長は「虐待の兆候や保護者に問題があれば通報義務がある。しかし、はっきりした兆候はなく、学校側に過失はない」との見解を示した。

　林田課長によると、担任教諭は２月中旬以降、家庭訪問を６回試み、家庭への電話連絡も続けた。しかし、訪問時は毎回不在で、連絡先は父親の舞鴫容疑者の携帯電話だったため、ともみさんとは一度も接触できなかったという。

　林田課長は「舞鴫容疑者や母親が学校を数回訪れ、『体調がなかなか改善しない』と説明していた。両親の態度は冷静で、異常は感じられず、無理に本人に会うような状況ではないと判断した」と釈明した。

　担任教諭が父親から死亡の連絡を受けたのは８月２９日。「おはらいのため修行をしていたが死亡した」との説明に、学校側は「その時は事件ととらえず、悲しい出来事が起きてしまったと受け止めた」とし、特に対応を取らなかった。
http://www.yomiuri.co.jp/national/news/20110928-OYT1T00226.htm
＊産経新聞
・教職員定数を７千人増へ　３５人学級や震災に対応　来年度予算で文科省（9月27日）
　文部科学省は２７日、来年度に３５人学級を公立小の２年生まで拡大することや、東日本大震災で被災した児童生徒へのきめ細かいケアなどのため、公立小中学校の教職員定数を約７千人増員する方針を固めた。来年度予算の概算要求に給与費など必要経費を盛り込む。

　文科省によると、小２の３５人学級化に伴い４１００人の定数増が必要。さらに大震災後の児童生徒の心のケアや学習の遅れに対応した個別指導などのため約千人、少人数指導や特別支援教育の充実に向け約２千人を上積みする。

　一方、来年度は児童生徒数の減少に伴う教職員の自然減が４９００人分発生する見込みとなっており、増員分と差し引いた純増要求は約２千人となる見通しだ。本年度当初予算では、新たに必要となる教員数と自然減との差し引きで３００人を純増。今回の要求が年末の予算編成を経て実現すれば、３年連続の純増となる。

http://sankei.jp.msn.com/life/news/110927/edc11092714020001-n1.htm
＊毎日新聞
・３５人学級：小２に拡大　来年度から文科省方針（9月17日）
　文部科学省は、今年度から小学１年生に導入した３５人学級について、来年度から小学２年生にも拡大する方針を固めた。少人数学級の実施状況を検証してきたが、学力向上や不登校などの課題に対応する教育効果を得られると判断。教職員定数の見直しを図り、来年度予算案の概算要求に必要となる人件費を計上する。

　文科省は昨年８月、公立小中校の１学級の編成基準の上限４０人を３５人とし、小学１、２年生は段階的に３０人に引き下げる教職員定数改善の８カ年計画を策定。今年度予算案の概算要求では、小学１、２年生での実施に必要な経費を盛り込んだが、財務省との折衝の結果、初年度は小学１年生から導入することになった。
http://mainichi.jp/life/edu/news/20110917ddm041100156000c.html
・デートＤＶ：高校生２割が被害経験　男子の加害意識低く－－調査　／高知（9月21日）
◇メール干渉／精神的・身体的暴力／性的無理強い－－こうち男女共同参画センター調査

　県内に通う高校生で異性との交際経験がある男女の２２・８％が、交際相手からの暴力「デートＤＶ（ドメスティックバイオレンス）」の被害経験があることが２０日、こうち男女共同参画センター（高知市旭町３）などの調査で分かった。女子の被害経験が２４・５％に対し、男子の加害経験は７・６％と、男子のデートＤＶへの加害認識の低さが浮き彫りとなった。【黄在龍】

　デートＤＶは、身体的暴力や性的暴力のほか、ばかにする▽メールをチェックする▽会う人間を制限する－－など相手を支配しようとする言動も含まれる。調査は昨年４～１０月、「デートＤＶ」をテーマに出前授業を行った県内８校を対象に、アンケート調査を実施。１７５７人（男子７７０人、女子９８７人）から回答を得た。

　これまでに交際相手がいた、またはいると答えたのは７５０人で、そのうち１７１人（男子４８人、女子１２３人）が、デートＤＶの経験があると回答した。

　被害実態の内訳はメールなどの干渉１１８件▽精神的暴力８９件▽身体的暴力６３件▽性的な無理強い５１件－－となった。

　また、デートＤＶの相談をしたのは、７５人で相談率は４４％。そのほとんどが友人や先輩だったという。

　同センターの箭野雅美専務理事は「正しい相談機関に相談することが大切。学校機関と協力し、多くの若者らに啓発していくことが必要だ」と強調する。県女性相談支援センターの矢野川禎子所長は「若者のデートＤＶへの意識が高まることで、将来のＤＶや虐待予防にもつながる」と話している。

http://mainichi.jp/area/kochi/news/20110921ddlk39100709000c.html
・女子３割被害　３２高校の生徒調査、男子も２割（9月20日）
　◇「メールを点検」「友人制限」など

　男女交際の経験がある女子高生のうち、交際相手からメールをチェックされたり友人関係を制限される「社会的暴力」を受けたことがある生徒が３割を超えていることが、ＮＰＯ法人「ウィメンズネット・こうべ」（神戸市）の「デートＤＶ」（同居していない恋人間の暴力）調査で分かった。男子生徒の被害も２割に達している。【反橋希美】

　０８～１０年、京都、大阪、兵庫の３２高校の生徒を対象に、学校の協力を得てアンケートを実施。男子４６３０人、女子５０５２人、性別未回答４２７人の計１０１０９人から回答を得た。交際経験があったのは男子４１・２％、女子５３・２％だった。

　交際経験者に（１）ある（２）少しある（３）あまりない（４）ない－－の４段階で体験を聞いたところ、社会的暴力の被経験者（（１）～（３）の合計）は女子３２・９％、男子２０・９％にのぼった。

　また、女子の２７・３％、男子の１５・４％が「バカにされたり無視される」などの精神的暴力を、女子の１５・２％、男子の９％が「たたく、ける」などの身体的暴力を受けた経験があった。「キスや性行為を強要される」などの性的暴力を受けた人の割合は女子の１７・８％で、男子も７・９％が経験していた。

　「交際相手を怖いと感じたことがあるか」と聞いたところ、一度でも怖いと感じたことがある人（「ある」「少しある」「あまりない」の合計）は女子が３４・１％にのぼったが、男子は１３・３％にとどまった。また、女子の２８％が、一度でも「相手に絶対に逆らえないと感じたことがある」と答えた。

　交際経験のない生徒を含めてデートＤＶへの考えを聞いたところ、男女の２割以上が「他の人と話したり出かけたりするのを交際相手が制限するのは好きな証拠」「暴力をふるわれる方にも悪いところがある」との主張に肯定的な意見を示した。

　内閣府が０８年に実施した調査（２０歳以上対象）でも、女性の１３・６％が１０～２０代のうちに交際相手から身体的、精神的、性的暴力のいずれかを受けたことがあると回答していた。

　同ネットの正井礼子代表理事（６２）は「高校生世代から、一部の男女間に支配関係がある。中学３年生ごろから、相手を対等な関係として尊重するよう授業で教えるべきだ」と話している。

http://mainichi.jp/life/edu/highschool/news/20110920ddn013100033000c.html
・里親制度：悩む里親、支援が急務（9月24日）
　◇執着、反抗…里子特有の難しさ／研修や相談・交流充実を

　約１年間育てていた３歳の里子を昨年８月死なせたとして、鈴池静被告（４３）＝東京都杉並区＝が９日、傷害致死罪で起訴された。不遇な子を一般家庭で育てる里親制度を国は促進しているが、支援体制は十分ではない。里親たちはどんな不安を抱えているのか。【榊真理子、鈴木敦子】

　テレビのリモコンで窓ガラスをたたき割り「くそばばあ」とののしる。里子として預かる中学２年の女子（１３）との毎日は「バトル」だと、千葉県に住む里親の女性（６５）はいう。里親登録したのは、子育てが一段落し「夢中になれるボランティアをしたい」との夫（６５）の言葉がきっかけだった。

　１０年前に家に迎えた当初は「ママ」となつかれ、夫や息子（３７）と動物園や遊園地に連れて行った。だが小学校高学年から荒れた行動が目立つ。腹立たしく、「育て方が悪かったのか」と不安になる。児童相談所（児相）に相談すると「どの家もそうです。だめなら措置解除しますか」。施設に帰す手もあると言われただけだった。

　　◇　　◇

　里子となるのは、親の虐待や病気・死亡などで家族のもとで暮らせなくなった子どもたちだ。親の愛情を知らず屈折した感情を持つ子もいる。相手がどこまで付き合うかを見るために、「ためし行動」と呼ばれる極端に反抗的な態度をとることがある。

　鈴池被告の事件で亡くなった女児は、親の事情で生後すぐ、乳児院に預けられた。最初から施設で育ち甘えた経験がない子は、人と愛着関係が結びにくい「愛着障害」をもつとされる。「乳児期に特定の人と関係を結べていないので、対応は難しい」（児相職員）との声も上がる。

　鈴池被告には１０代の娘が２人いたが「社会貢献したい」と里子を引き取ろうとした。里親登録するには、子育てへの意欲や経済力などの適格性が問われ、認定部会で審議して決める。被告は声優として活動しつつ、イベント会社も経営していた。ある部会委員は「仕事が忙しい方なので、幼児ではなく自立した中高生以上にすべきだったのではないか。審議の意見は反映されたのだろうか」と話す。

　近くの里親たちからは、被告の子育てに対する疑問の声が複数、上がっていたようだ。

　実の娘が「ご飯を作ってくれない」と言っている▽休日に実の娘が里子を連れて歩いており「お母さんは面倒を見ない」と言っている－－。事件後、東京都が里親を集めて開いた会では、そんな証言が出た。杉並児童相談所によると、里親が集うサロンの中でも、鈴池被告を心配する声が上がり、児相の職員が電話連絡したこともあるという。

　鈴池被告は死亡した女児を預かる前、ある乳児院の３歳児を里子にしようと約３カ月間週１回、面接を重ねていた。乳児院の院長によると、里子にしようとした子どもの親族に問題があるとして断った。院長は「子どもは心を開けるようになっていたが……。夫が一度も面会に来ないのは不思議に思った」と話す。

　　◇　　◇

　里親になるには、子どもの発達や制度の概要を学ぶ事前研修がある。東京都の研修期間は４日間で、他の道府県も数日程度。トレーニングが不十分だとの指摘もある。「最初から長期で里子を育てるのではなく、まず短期で委託を受けて経験を積むなど、里親を育てるシステムが必要だ」と児童養護施設「二葉むさしが丘学園」（東京都小平市）の黒田邦夫施設長は話す。

　里親と里子の関係がこじれた事態は「不調」と呼ばれる。全国児童相談所長会が７月にまとめた報告書によると、全国１９４施設で１０年４～１１月に里親への委託が解除（親子関係が停止となる）された事例のうち、４件に１件が不調によるものだった。

　不調になれば再び施設に戻る例が多い。関東地方のある施設長は「実親に育児放棄され、里親にも見捨てられると、心の傷が深まる」と不安視する。「児相職員はいま児童虐待への対応に忙しく、里親のケアまで手が回らない。里親は行き詰まり悩みを抱え込む傾向がある」と分析する。

　　◇　　◇

　里親にはどんな支援が求められているのか。

　０９年施行の改正児童福祉法は、里親支援を都道府県の業務として明記した。厚生労働省は０８年から、自治体から里親支援を委託されたＮＰＯ法人や児童養護施設への補助率を上げている。

　二葉乳児院（東京都新宿区）は０８年度から支援事業を始めた。先輩里親が里親家庭を訪問する事業が主だったが、悩みを聞いた先輩が精神的に参ってしまい昨年度から、臨床心理士の職員による家庭訪問を始め、好評だ。

　里親同士の横のつながりも重要だ。

　東京都西部の女性（５２）は昨秋、男児（５）を迎えた。実母と住む場所を転々としたためか不安定で、「食べ物に異常に執着した」。最初の日の昼食でご飯を４杯食べた。おなかを下しても「まだ食べる」と言う。車の後部座席に乗せると「前に乗る」と動かない。こだわりの強さに驚いた。

　そんなとき頼りになったのが「里親ひろばほいっぷ八王子」だ。１５人の子どもと関わってきた里親の坂本洋子さん（５４）が代表で、週１回、里親たちが子連れで集い自由に話し合う。「そのままで大丈夫とか、あなたのルールでやればいいと言われると安心する」と女性は言う。

　八王子児童相談所の外川達也所長は「里親同士が結びつくことが大切。里親の情報をもつ行政が主導して、つながりを強められれば」と話す。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　◇里親制度

　親の虐待や死亡などで家庭で暮らせなくなった子を、別の家庭が乳児院などから引き取って育てる制度。都道府県が里親に養育を委託する。児童相談所が里親希望者の家庭訪問や調査をして、里親として認定・登録される。厚労省によると１０年３月末時点で、児童養護施設か乳児院で生活していた子は約３万３０００人で、里親に委託されたのは約４０００人。委託率は１０．８％だった。国は１４年度までに１６％に引き上げる方針を打ち出している。
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